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研究成果の概要（和文）：本研究では、通信被害地域において被災者情報を収集・共有・拡散するために、(1)
要救助者群においてバッテリ消費を削減した情報共有手法と(2)ドローンによる被災者情報収集手法に関する研
究を行った。(1)では、提案方式が多数の端末が存在する環境下においても、既存方式と比較して、稼働時間が
増加し、メッセージ収集時間も削減できることを示した。(2)では、要救助者がスマートフォンを保持している
場合、ドローンにより上空から要救助者の存在確認が可能であることを示した。

研究成果の概要（英文）：In the research, to gather, share, and propagate disaster victim information
 in disrupted communication service areas, we studied the following topics, (1) an information 
sharing method with saving battery under a large number of disaster victims, and (2) a method for 
searching disaster victims by a drone. In (1), we showed that the proposed method increases battery 
life of smartphones and reduces time to share information. In (2), we also showed that the proposed 
method has a potential to search disaster victims via Wi-Fi packets from their smartphones.

研究分野：モバイルコンピューティング

キーワード： ドローン　UAV　災害情報　DTN　D2D　IoT　スマートフォン　アプリケーション
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１．研究開始当初の背景
 首都直下型地震や南海
大地震への対策が急務となっている。内閣府
では、南海トラフ巨大地震対策
グループ等が開催され、様々な角度から巨大
地震に対する検討が行われている。また、資
料[1]の災害応急体制等では
と通信の途絶により、被害状況が把握できな
いと記されて
用電源が数時間で停止し、数時間後から翌日
にかけて不通エリアが最大（約
が停波）に
現状では、被害状況
翌日または
よる上空からの調査が実施される。しかし、
発災後
が急激に低下するため、迅速な救助活動が求
められる。そのため、このような通信被害地
域において、迅速な救助活動を
に、既存の通信インフラに依存しない被災者
情報収集手法が重要となる。
 
文献[1]:
海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ
“南海トラフ巨大地震の被害想定について（二次報
告）〜施設等の被害〜【被害の様相】”
年３月
 
２．研究の目的
 発災後
するためには、正確な情報だけで
少不正確であったとしても、できるだけ多く
の情報を
我々は、
て、急速に普及しているスマートフォンに着
目し、スマートフォン同士
情報伝達
の研究開発を行
目的は、通信被害地域にお
救助要請メッセージを収集し、迅速な救助活
動を支援
 SOSCast
すように、通信被害地域において、建物の倒
壊や怪我等により移動できない被災者（以下、
要救助者）はスマートフォンにインストール
されている
自身の状態等を含む救助要請メッセージを
作成する
助者と移動可能な被災者
が要救助者のスマートフォンの存在を検知
したとき、スマートフォン間通信
信)で、救助要請メッセージを自動
そして、伝搬者
メッセージを受信した位置
せて記録する
動で行われ
作や通信を意識する必要はない。また、伝搬
者は他の伝搬者とす
に収集した救助要請メッセージを互いに自
動交換し、共有する。このようにして、要救
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減した情報共有手法 
 通信回数の削減だけでなく、常時バッテリ
を消費している通信デバイス自体をオフに
することでバッテリ消費を抑制し、要救助者
群で情報共有を行うことで、要救助者群の情
報を効率良く収集する。 
(2) ドローンによる被災者情報自動収集手法
の提案とプロトタイプによる有用性の評価 
 要救助者情報を収集する新たな手段とし
てドローンを用いる。設定したルートの飛行
中に要救助者のスマートフォンのWi-Fi電波
を収集することで、要救助者の存在確認を支
援する。また、プロトタイプを作成し、実環
境において有用性を実証する。 
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３．研究の方法 
 本節では、上記に対して実施した研究方法
について述べる。 
 まず、(1)においては、災害発生から一定時
間経過後(被災者(要救助者)の移動がある程
度落ち着いた状況)を対象とし、要救助者間で
情報共有を行う。既存方式では、情報の共有
速度、バッテリ消費量の削減、および端末数
による性能限界が課題となった。そこで、提
案方式では、状況に応じて一時的に端末の無
線通信デバイスをオフ(以降、通信デバイス制
御と呼ぶ)にすることで、バッテリ消費量の削
減を行い、また、Wi-Fi Direct を用いた効率
的な情報共有を行う。 
 図 2に提案方式の概要を示す。提案方式で
は、通信デバイス制御が情報拡散に与える負
の影響を最小限にするため、ある一定以上の
受信電力の端末が近くに存在する場合、これ
らの端末間で小クラスタ(以降、近接クラスタ
と呼ぶ)を構築する。また、無線通信デバイス
自体を一時的にオフにするため、通信回数削
減以上のバッテリ消費量削減効果が得られ
ると考えられるが、一方で、各端末は集中管
理できないため、各端末が自由にオフのタイ
ミングを決定した場合、情報共有の効果が低
下する。 
 
 
 

 

 
図 2：提案方式概要 
 
 そこで、近接クラスタでは、クラスタ内の
端末間で協調するため、クラスタ内の端末を
リードするための代表端末を決定する(以降、
この端末を近接クラスタ内代表者と呼ぶ)。こ
の近接クラスタ内代表者は、クラスタ内の情
報を収集するだけでなく、図 3に示すように
他の近接クラスタとの通信も行うため、他の
端末よりバッテリ消費量が増加すると考え
られる。そこで、近接クラスタ内のバッテリ
消費量の偏りを抑えるために周期的に代表
者を交代することで、特定の端末のバッテリ
切れによる情報共有への影響を最小限にす
る。 
 

図 3：近接クラスタ内の代表者の役割と制御 
 
 さらに、伝搬者端末が近づいて来た場合に
より多くの情報を 1 回の通信で送信するた
めに、各近接クラスタで保持している情報の
集約を行う。これはバッテリ残量が多い近接
クラスタを代表者クラスタに選定し、この代
表者クラスタが、周辺の他近接クラスタの保
持する情報の集約を行い、代表者クラスタを
中心としたグループを構築する (図 2の 2)。  
 また、複数の代表者クラスタが生じる可能
性があるため、代表者クラスタ同士で保持す
る情報の共有を実施する(図 2 の 3)。外から
伝搬者端が接近してきた場合は、グループ内
の代表者クラスタの端末が伝搬者に保持す
る情報を送信する(図 2 の 4)。このとき代表
者クラスタ同士で情報共有しているため、伝
搬者は代表者クラスタの端末いずれかと通
信することで、その要救助者端末群の情報を
一度に収集することができる。 
 次に、(2)の提案手法について説明する。図
4 に、我々が提案している罹災状況収集方法
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図 7：情報収集率 
 
 また、(2)においては、ドローンのプロト
タイプシステムを用いて、奈良先端大におい
て実証実験を行った。実験では、グラウンド
を離発着ポイントとし、建物に沿って飛行し、
同じ経路を戻ってくる飛行経路を設定した。
なお、飛行高度は 20m とした。また、飛行経
路上に要救助者の端末を地面上に設置した。 
 実験から得られた結果を図 8 に示す。図 8
より、スマートフォンの設置場所付近で
Probe Request パケット受信し、また、電波
強度が強いことがわかる。つまり、要救助者
がスマートフォンを保持している場合、上空
からの存在確認が可能であることを示した。 

図 8：上空から取得した要救助者のスマート
フォンから発せられるプローブパケット 
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